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1.平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 78,444 13.4 4,061 4.6 3,338 0.7 1,131 △35.5
19年３月期 69,193 1.1 3,881 △11.8 3,314 △17.4 1,753 △18.0

　

　
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

　 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 7 49 7 49 2.6 3.1 5.2
19年３月期 11 37 11 35 3.9 3.2 5.6

(参考) 持分法投資損益 20年３月期 △16百万円 　 19年３月期 33百万円

　

(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 108,303 45,976 40.0 287 55

19年３月期 103,851 47,845 43.3 294 35

(参考) 自己資本 20年３月期 43,313百万円 　 19年３月期 44,932百万円

　

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 4,314 △5,417 1,934 1,891

19年３月期 8,030 △6,497 △5,036 1,051

　

2.　配当の状況

　 １株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
(連結)

純資産配当率
(連結)(基準日) 中間期末 期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 　 ―  2 50 2 50 381 22.0 0.9

20年３月期 　 ―  2 50 2 50 376 33.4 0.9

21年３月期(予想) 未定 未定 未定 ― 未定 ―

　

3.　平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

　 (％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 38,500 9.7 1,300 4.7 1,000 9.7 300 152.3 1 99

通　期 83,000 5.8 4,400 8.3 3,800 13.8 1,800 59.1 11 95
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4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　有

　 新規　―社 除外　１社（社名　東京製綱スチールコード㈱）

(注)　詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

　

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの）

① 会計基準等の改正に伴う変更　　有

② ①以外の変更　　　　　　　　　無

〔(注)　詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕

　

(3) 発行済株式数（普通株式）

　 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 20年３月期 162,682,420株　19年３月期 162,682,420株

　 ② 期末自己株式数 20年３月期 12,052,817株　19年３月期 10,035,328株

(注)　１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

　

(参考)　個別業績の概要

1.　平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 52,062 9.8 3,170 59.0 2,904 50.1 4,743 244.8
19年３月期 47,421 △0.7 1,994 15.7 1,935 13.7 1,375 65.3

　

　 １株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
　 円 銭 円 銭

20年３月期 31 41 31 40

19年３月期 8 92 8 90

　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 94,281 41,140 43.6 273 13

19年３月期 89,386 37,895 42.4 248 25

(参考) 自己資本 20年３月期 41,140百万円 　 19年３月期 37,895百万円

　

2.　平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

　 (％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 26,000 11.0 1,300 32.6 1,200 31.1 650 58.9 4 32

通　期 56,000 7.6 3,300 4.1 3,200 10.2 1,700 △64.2 11 29

　
　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記資料は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は
今後の様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改

善が進み、総じて景気回復傾向で推移しておりましたが、年度後半以降、原油価格・素材価格の高騰や

サブプライムローン問題に端を発する株価下落・円高等の金融市場の混乱や米国経済の失速等により、

一転して減速傾向が強まっております。

当社グループを取り巻く事業環境は、エレベータロープや海底ケーブル向ワイヤなどの需要増により

高い活動水準が続いたものの、原材料および資材の価格上昇やタイヤコードの競争激化が継続してお

り、依然として厳しい状況で推移しております。

このような事業環境の中、当社グループは需要増を確実に捉えた営業・生産活動や継続的な原価低減

活動に加えて、平成19年６月に新中期経営計画「ステップアップ8・7」を策定し、平成21年度の売上高

800億円、売上高経常利益率7％以上を目標に、差別化新商品の投入、海外事業の積極的展開等の施策を

進めております。

その結果、当連結会計年度の連結売上高は、エレベータロープや海底ケーブル向ワイヤなどの販売が

好調に推移したことや関係会社の売上増もあり、78,444百万円（前期比13.4％増）となりました。

利益面では、原材料価格高騰並びにタイヤコードの販売数量・価格ダウンや東京製綱（常州）有限公

司の立上げの影響による減益要素を、生産・出荷増や製品価格改定などで吸収した結果、連結営業利益

は4,061百万円（前期比4.6％増）、連結経常利益は3,338百万円（前期比0.7％増）となりました。ま

た、連結当期純利益につきましては、今期、役員退任慰労金に関する会計処理変更や廃止に伴う影響並

びにたな卸資産評価損などを特別損失に計上した結果、1,131百万円（前期比35.5％減）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（鋼索鋼線関連事業）

鋼索部門では、エレベータロープの国内での取替需要が旺盛であったこと並びに主要材料である線材

価格の値上げに対処すべく製品の価格を改定したことにより、売上高は前期に比して増加いたしまし

た。

鋼線部門でも、海底ケーブル向ワイヤの注文が増加したこと並びに主要材料である線材価格の値上げ

に対処すべく製品価格の改定を実施した結果、売上高は前期に比して増加いたしました。

スチールコード部門では、ソーラーシステムの需要拡大や建設機器の生産増に伴いソーワイヤやホー

スワイヤが拡販したものの、タイヤコードについてはグローバルマーケットの競争激化により販売数

量・価格とも下落した結果、売上高は前期に比し微減いたしました。

以上により、当部門の当連結会計年度の連結売上高は42,136百万円（前期比8.2％増）となりました。

なお、平成18年６月に設立したエレベータ用ワイヤロープの製造子会社「東京製綱ベトナム有限責任

会社」は、昨年８月より操業を開始しております。

　

（開発製品関連事業）

環境建材部門では、依然として公共事業の縮減傾向に歯止めがかからず引き続き厳しい状況で推移し

ておりますが、アクリル板遮音壁や雪崩防止柵の拡販などに注力いたしました結果、前連結会計年度に

比して受注高・売上高とも増加いたしました。
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産業機械部門では、自動計量機・包装機などの機器類の販売が好調に推移したことや橋梁加工の売上

が回復した結果、売上高は前期に比して増加いたしました。

以上により、当部門の当連結会計年度の連結売上高は25,544百万円（前期比27.2％増）となりまし

た。

　

（不動産関連事業）

当連結会計年度売上高は前期とほぼ横這いの1,398百万円（前期比1.5％増）となりました。

　

（その他の関連事業）

繊維ロ－プ部門で水産業、海運業、造船業向け製品の販売が好調に推移したことや石油部門で仕入れ

価格上昇に対応した販売価格の改定を実施した結果、当部門の売上高は9,365百万円（前期比6.4％増）

となりました。

　

②次期の見通し

今後の世界経済は、サブプライムローン問題の影響による金融市場の混乱や原材料・石油価格の更な

る高騰等が企業の投資行動や個人消費に大きな影響を与えるものと推察され、景気減速が長期化する可

能性が高くなると思われます。

このような企業収益への不安要素が増し、当社を取巻く環境は一層厳しくなると思われますが、当社

グループとしては、前期に策定しました新中期経営計画「ステップアップ8・7」の目標実現に向けて諸

施策を実行し、着実に企業体質の強化を図っていく所存であります。

具体的には、エレベータロープ・海底ケーブル向ワイヤの引き続く旺盛な需要への確実な対応、差別

化商品の積極的営業展開、操業実力・品質の更なる向上、並びに中国・ベトナムでの海外事業展開のス

ピードアップに邁進してまいります。

次期の業績につきましては、連結売上高830億円、連結営業利益44億円、連結経常利益38億円、連結

当期純利益18億円を見込んでおります。
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(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ4,452百万円増加の108,303百万円となりまし

た。これは、株価の下落による投資有価証券の減少がありましたが、活動水準の上昇に伴い売掛金やた

な卸資産などの流動資産の増加が大きいことに主な要因があります。負債については、支払手形、買掛

金及び借入金の増加により、前連結会計年度末と比べ6,320百万円増加の62,327百万円となりました。

純資産については、利益剰余金が増加したものの、株価の下落によるその他有価証券評価差額金の減少

及び自己株式の取得などにより、前連結会計年度末と比べ1,868百万円減少の45,976百万円となりまし

た。

　

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ839百万円増加し1,891百

万円になっております。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益に減価償却費や仕入債務の増加を加

え、売上債権やたな卸資産の増加を控除した結果、4,314百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産や投資有価証券の取得等により、5,417百万円の

支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは自己株式の取得や配当金の支払がありましたが、借入金が増加

したことにより、1,934百万円の収入となりました。

なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

　

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

　

　 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率 37.7 40.6 42.3 43.3 40.0

時価ベースの自己資本比率 26.9 33.3 44.8 33.4 23.9

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

5.7 5.6 3.3 2.4 5.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

8.1 7.7 13.8 16.0 8.1

※自己資本比率：自己資本／総資産

　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額

１．指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表

に計上されている負債のうち、利子を支払っている負債を対象としております。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、各期の連結業績に応じた利益の配分を基本として、将来にわたる株主利益を確保する

ため、新規事業の展開、新製品の開発、国内外の生産販売体制の整備などに要する内部資金需要の状況に

加え、当社の業績、財務状況等を総合的に勘案して、利益配当を決定することとしております。

当期の配当金につきましては、期末配当金を１株につき2円50銭といたします。

次期の配当につきましては、基本方針に基づき行う予定ですが、現時点においては、原材料の価格動向

など業績に及ぼす影響に不透明な要素が多く、未定とさせていただきたいと存じます。

　

(4) 事業等のリスク

当社グループの財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、次のとおりでありま

す。なお、以下の記述のうち、将来に関する事項は、当期末（平成20年３月31日）現在における当社グル

ープの判断に基づくものであります。

①景気の動向

世界並びに日本経済の動向により、当社グループの主要需要業界であるタイヤ業界や土木・建設業界

などの活動水準が影響を受けた場合には、当社グループの経営成績が影響を受ける可能性があります。

②原材料などの仕入価格上昇ならびに供給リスク

当社グループは主材料である線材や心綱・ロープ油などを購入しておりますが、世界的な需給逼迫に

より仕入量の制約や仕入価格の上昇が生じ、当社グループの活動水準の低下やコストプッシュにつなが

る恐れがあります。

③海外拠点におけるリスク

当社グループは、中国、ベトナムに海外事業拠点を有しておりますが、当該国における政治・経済的

混乱、疫病・テロといった社会的混乱、法的規制などにより、当社グループの事業活動が制約される可

能性があります。

④災害・事故などの発生

当社グループの生産拠点において、地震・火災などの大規模な災害や設備事故などが発生した場合、

生産活動に支障をきたすことになり、その復旧費用を含め、財政状態および経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

⑤株価の下落

当社グループは、取引先との中長期的な経営戦略を共有するために株式を保有しており、その時価が

下落した場合、当該株式について、減損処理が必要となる可能性があります。
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２　企業集団の状況

当社グループは、当社、子会社21社及び関連会社６社で構成され、鋼索鋼線、開発製品、その他(繊維索・

網、石油製品等)の製造販売及び不動産賃貸を主な事業内容とし、さらに各事業に関連する物流、加工及び

その他のサービス活動を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置づけ、及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。

鋼索鋼線関連事業： 当社が製造販売するほか、子会社赤穂ロープ㈱、㈱新洋、関連会社東洋製綱㈱他が製

造販売しており、一部は当社及び子会社㈱東綱ワイヤロープ東日本、㈱東綱ワイヤロ

ープ西日本、北海道トーコー㈱で仕入れて販売しております。

開発製品関連事業： 安全施設、鋼構造物、金属繊維、機械器具等を当社が製造販売するほか、子会社東綱

橋梁㈱、㈱東綱機械製作所、日本特殊合金㈱、㈱長崎機器製作所、関連会社ベカルト

東綱メタルファイバー㈱他が製造販売しており、一部は当社で仕入れて販売しており

ます。土木建築工事は子会社トーコーテクノ㈱、日綱道路整備㈱で行っております。

不動産関連事業　： 当社にて店舗施設等の不動産賃貸を行っております。

その他の関連事業： 繊維索・網は子会社東京製綱繊維ロープ㈱が製造販売しております。石油製品、化学

製品等は子会社東綱商事㈱他で販売しております。
　

事業の系統図は次のとおりであります。
　

　

※(注)平成19年10月１日付けで子会社東京製綱スチールコード㈱を親会社が吸収合併しております。
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３　経営方針

平成20年３月期中間決算短信（平成19年11月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がない

ため開示を省略します。

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

  http://www.tokyorope.co.jp/

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

  http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４　連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表

　

　 　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)

当連結会計年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

資産の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　現金及び預金 　 1,090 　 　 1,919 　 　 828 　

　　　受取手形及び売掛金 ※(8) 16,098 　 　 19,306 　 　 3,208 　

　　　たな卸資産 　 11,054 　 　 11,859 　 　 804 　

　　　繰延税金資産 　 1,991 　 　 1,939 　 　 △51 　

　　　その他 　 3,186 　 　 3,825 　 　 639 　

　　　貸倒引当金 　 △128 　 　 △143 　 　 △15 　

　　　流動資産合計 　 　 33,292 32.1 　 38,707 35.7 　 5,415

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※(1) 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　建物及び構築物 ※(6) 10,616 　 　 10,168 　 　 △447 　

　　　　機械装置及び運搬具 ※(6) 15,188 　 　 15,563 　 　 374 　

　　　　土地
※(6)

　(7)
20,976 　 　 20,908 　 　 △67 　

　　　　信託固定資産
※(2)

　(7)
9,034 　 　 8,734 　 　 △299 　

　　　　建設仮勘定 　 1,099 　 　 946 　 　 △153 　

　　　　その他 　 526 　 　 686 　 　 159 　

　　　有形固定資産合計 　 57,442 　 (55.3) 57,008 　 (52.7) △433 　

　２　無形固定資産 　 676 　 (0.7) 904 　 (0.8) 228 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　投資有価証券
※(5)

　(6)
7,714 　 　 6,403 　 　 △1,310 　

　　　　繰延税金資産 　 1,691 　 　 1,730 　 　 38 　

　　　　その他 ※(5) 3,291 　 　 3,811 　 　 520 　

　　　　貸倒引当金 　 △265 　 　 △263 　 　 1 　

　　　投資その他の資産合計 　 12,431 　 (11.9) 11,682 　 (10.8) △749 　

　　　固定資産合計 　 　 70,550 67.9 　 69,595 64.3 　 △955

Ⅲ　繰延資産 　 　 8 0.0 　 0 0.0 　 △8

　　　資産合計 　 　 103,851 100 　 108,303 100 　 4,452
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)

当連結会計年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

負債の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払手形及び買掛金
※(6)

　(8)
12,877 　 　 15,479 　 　 2,601 　

　　　短期借入金
※(6)

　(9)
17,549 　 　 15,461 　 　 △2,088 　

　　　未払費用 　 1,961 　 　 1,892 　 　 △69 　

　　　賞与引当金 　 1,047 　 　 1,108 　 　 61 　

　　　その他 　 2,213 　 　 2,260 　 　 46 　

　　　流動負債合計 　 　 35,650 34.3 　 36,202 33.4 　 551

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　長期借入金 ※(6) 2,103 　 　 7,000 　 　 4,897 　

　　　繰延税金負債 　 23 　 　 26 　 　 3 　

　　　再評価に係る

　　　繰延税金負債
　 7,642 　 　 7,630 　 　 △12 　

　　　退職給付引当金 　 2,346 　 　 2,795 　 　 449 　

　　　役員退任慰労引当金 　 ― 　 　 198 　 　 198 　

　　　信託長期預り金 　 6,522 　 　 6,698 　 　 176 　

　　　長期前受賃料 　 978 　 　 802 　 　 △176 　

　　　負ののれん 　 112 　 　 85 　 　 △26 　

　　　その他 ※(6) 627 　 　 888 　 　 260 　

　　　固定負債合計 　 　 20,355 19.6 　 26,125 24.1 　 5,769

　　　負債合計 　 　 56,006 53.9 　 62,327 57.5 　 6,320

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

純資産の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本金 　 15,074 　 (14.5) 15,074 　 (13.9) ― 　

　　　資本剰余金 　 8,566 　 (8.2) 8,566 　 (7.9) △0 　

　　　利益剰余金 　 8,161 　 (8.0) 8,948 　 (8.3) 787 　

　　　自己株式 　 △1,827 　 (△1.8) △2,317 　 (△2.1) △490 　

　　　株主資本合計 　 　 29,975 28.9 　 30,271 28.0 　 295

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券評価

　　　差額金
　 2,728 　 (2.6) 744 　 (0.7) △1,983 　

　　　土地再評価差額金 ※(7) 11,533 　 (11.1) 11,483 　 (10.6) △50 　

　　　為替換算調整勘定 　 695 　 (0.7) 814 　 (0.7) 119 　

　　　評価・換算差額等合計 　 　 14,956 14.4 　 13,042 12.0 　 △1,914

Ⅲ　少数株主持分 　 　 2,912 2.8 　 2,663 2.5 　 △249

　　　純資産合計 　 　 47,845 46.1 　 45,976 42.5 　 △1,868

　　　負債純資産合計 　 　 103,851 100 　 108,303 100 　 4,452
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(2) 連結損益計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日 

 至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 69,193 100 　 78,444 100 　 9,251

Ⅱ　売上原価 ※(2) 　 55,951 80.9 　 64,491 82.2 　 8,540

　　　売上総利益 　 　 13,242 19.1 　 13,953 17.8 　 711

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※(1)

　(2)
　 9,360 13.5 　 9,892 12.6 　 531

　　　営業利益 　 　 3,881 5.6 　 4,061 5.2 　 179

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　受取利息 　 33 　 　 39 　 　 6 　

　　　受取配当金 　 117 　 　 118 　 　 0 　

　　　その他 　 356 507 0.7 387 545 0.7 31 38

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払利息 　 499 　 　 551 　 　 52 　

　　　その他 ※(2) 575 1,074 1.5 716 1,268 1.6 141 194

　　　経常利益 　 　 3,314 4.8 　 3,338 4.3 　 23

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　固定資産売却益 ※(3) 206 　 　 ― 　 　 △206 　

　　　投資有価証券売却益 　 ― 　 　 385 　 　 385 　

　　　解約和解金収入 ※(4) 400 606 0.9 ― 385 0.5 △400 △221

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　役員退任慰労金 　 120 　 　 293 　 　 173 　

　　　役員退任慰労引当金

　　　繰入額
　 ― 　 　 157 　 　 157 　

　　　固定資産売却損 ※(5) ― 　 　 2 　 　 2 　

　　　固定資産除却損 ※(6) ― 　 　 75 　 　 75 　

　　　固定資産移設損失 ※(7) ― 　 　 33 　 　 33 　

　　　減損損失 ※(8) ― 　 　 80 　 　 80 　

　　　事業撤退損失 ※(9) 86 　 　 ― 　 　 △86 　

　　　たな卸資産評価損 　 ― 　 　 173 　 　 173 　

　　　完成工事損失 　 ― 　 　 48 　 　 48 　

　　　投資有価証券評価損 　 ― 　 　 12 　 　 12 　

　　　ゴルフ会員権評価損 　 10 　 　 19 　 　 9 　

　　　関係会社整理損 　 ― 　 　 11 　 　 11 　

　　　中国開業準備費用 ※(10) 190 　 　 ― 　 　 △190 　

　　　課徴金等 ※(11) 185 592 0.9 ― 907 1.2 △185 314

　　　税金等調整前当期純利益 　 　 3,328 4.8 　 2,816 3.6 　 △512

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 838 　 　 601 　 　 △237 　

　　　法人税等調整額 　 885 1,724 2.5 1,346 1,948 2.5 461 223

　　　少数株主損失 　 　 149 0.2 　 263 0.3 　 113

　　　当期純利益 　 　 1,753 2.5 　 1,131 1.4 　 △622
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(3) 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 15,074 8,542 6,817 △969 29,465

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 (注) ― ― △390 ― △390

　当期純利益 ― ― 1,753 ― 1,753

　土地再評価差額金の取崩 ― ― △19 ― △19

　自己株式の取得 ― ― ― △941 △941

　自己株式の処分 ― 23 ― 83 107

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) ― 23 1,343 △858 509

平成19年３月31日残高(百万円) 15,074 8,566 8,161 △1,827 29,975

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,187 11,514 607 15,309 2,841 47,616

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 (注) ― ― ― ― ― △390

　当期純利益 ― ― ― ― ― 1,753

　土地再評価差額金の取崩 ― 19 ― 19 ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △941

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― 107

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額) △459 ― 87 △371 71 △300

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) △459 19 87 △352 71 228

平成19年３月31日残高(百万円) 2,728 11,533 695 14,956 2,912 47,845

(注)　平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 15,074 8,566 8,161 △1,827 29,975

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― △381 ― △381

　当期純利益 ― ― 1,131 ― 1,131

　土地再評価差額金の取崩 ― ― 37 ― 37

　自己株式の取得 ― ― ― △500 △500

　自己株式の処分 ― △0 ― 9 9

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) ― △0 787 △490 295

平成20年３月31日残高(百万円) 15,074 8,566 8,948 △2,317 30,271

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,728 11,533 695 14,956 2,912 47,845

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― △381

　当期純利益 ― ― ― ― ― 1,131

　土地再評価差額金の取崩 ― △37 ― △37 ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △500

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― 9

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額) △1,983 △13 119 △1,877 △249 △2,127

連結会計年度中の変動額合計
(百万円) △1,983 △50 119 △1,914 △249 △1,868

平成20年３月31日残高(百万円) 744 11,483 814 13,042 2,663 45,976
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日 

 至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　税金等調整前当期純利益 　 3,328 2,816 △512

　２　減価償却費 　 3,091 3,639 548

　３　減損損失 　 ― 80 80

　４　負ののれん償却額 　 △36 △32 3

　５　貸倒引当金の増減(△)額 　 12 43 31

　６　賞与引当金の増減(△)額 　 60 61 0

　７　退職給付引当金の増減(△)額 　 △43 449 492

　８　役員退任慰労引当金の増減(△)額 　 ― 198 198

　９　固定資産売却損 　 ― 2 2

　10　固定資産除却損 　 ― 75 75

　11　固定資産移設損失 　 ― 33 33

　12　事業撤退損失 　 86 ― △86

　13　たな卸資産評価損 　 ― 173 173

　14　投資有価証券評価損 　 ― 12 12

　15　ゴルフ会員権評価損 　 10 19 9

　16　関係会社整理損 　 ― 11 11

　17　中国開業準備費用 　 190 ― △190

　18　課徴金等 　 185 ― △185

　19　支払利息 　 499 551 52

　20　受取利息及び配当金 　 △150 △157 △7

　21　持分法による投資損益(△) 　 △33 16 50

　22　役員退任慰労金 　 120 293 173

　23　固定資産売却益 　 △206 ― 206

　24　投資有価証券売却益 　 ― △385 △385

　25　解約和解金収入 　 △400 ― 400

　26　売上債権の増(△)減額 　 2,519 △3,251 △5,771

　27　たな卸資産の増(△)減額 　 △1,616 △973 643

　28　その他の営業資産の増(△)減額 　 437 △535 △972

　29　仕入債務の増減(△)額 　 1,085 2,560 1,475

　30　未払消費税等の増減(△)額 　 23 82 59

　31　その他の営業負債の増減(△)額 　 59 △331 △391

　　　　小計 　 9,224 5,454 △3,770

　32　利息及び配当金の受取額 　 151 156 4

　33　役員退任慰労金の支払額 　 △120 △60 59

　34　課徴金等の支払額 　 △173 ― 173

　35　解約和解金の入金額 　 400 ― △400

　36　利息の支払額 　 △502 △534 △31

　37　法人税等の支払額 　 △948 △700 247

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 8,030 4,314 △3,716
　

― 14 ―



　

　 　

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日 

 至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　投資有価証券の取得による支出 　 △13 △2,113 △2,099

　２　投資有価証券の売却による収入 　 10 452 442

　３　関係会社株式の取得による支出 　 △14 △18 △4

　４　関係会社出資による支出 　 △675 △82 593

　５　貸付けによる支出 　 △92 △217 △124

　６　貸付金の回収による収入 　 65 150 85

　７　有形固定資産の取得による支出 　 △6,405 △3,147 3,258

　８　有形固定資産の売却による収入 　 861 56 △805

　９　その他 　 △233 △498 △265

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △6,497 △5,417 1,079

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　短期借入金の純増減(△)額 　 △2,848 574 3,423

　２　長期借入れによる収入 　 1,500 7,000 5,500

　３　長期借入金の返済による支出 　 △2,391 △4,766 △2,374

　４　配当金の支払額 　 △388 △380 8

　５　自己株式の取得による支出 　 △948 △502 445

　６　その他 　 41 9 △32

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △5,036 1,934 6,971

Ⅳ　現金及び現金同等物の換算差額 　 187 8 △178

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減(△)額 　 △3,316 839 4,156

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 4,368 1,051 △3,316

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 　 1,051 1,891 839
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 16社

　連結子会社の名称

東京製綱スチールコード㈱

東京製綱繊維ロープ㈱

東綱橋梁㈱

㈱東綱機械製作所

赤穂ロープ㈱

日本特殊合金㈱

㈱新洋

東綱商事㈱

トーコーテクノ㈱

㈱長崎機器製作所

㈱東綱ワイヤロープ東日本

㈱東綱ワイヤロープ西日本

北海道トーコー㈱

日綱道路整備㈱

東京製綱海外事業投資㈱

東京製綱(常州)有限公司

　

(1) 連結子会社の数 15社

　連結子会社の名称

東京製綱繊維ロープ㈱

東綱橋梁㈱

㈱東綱機械製作所

赤穂ロープ㈱

日本特殊合金㈱

㈱新洋

東綱商事㈱

トーコーテクノ㈱

㈱長崎機器製作所

㈱東綱ワイヤロープ東日本

㈱東綱ワイヤロープ西日本

北海道トーコー㈱

日綱道路整備㈱

東京製綱海外事業投資㈱

東京製綱(常州)有限公司

前連結会計年度まで連結子会社であ

った東京製綱スチールコード㈱は、

平成19年10月に親会社が吸収合併し

ております。

　 (2) 主要な非連結子会社名

　　　東京製綱テクノス㈱

　　　㈲ＣＦＣＣ開発

(2) 主要な非連結子会社名

　　　東京製綱テクノス㈱

　　　㈲ＣＦＣＣ開発

　 　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社６社の合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

　連結の範囲から除いた理由

　　　同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数 １社

　会社等の名称

江蘇双友東綱金属製品有限公司
　

江蘇双友東綱金属製品有限公司の決

算日は12月31日であり、連結財務諸

表を作成するに当たっては同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っており

ます。

(1) 持分法を適用した関連会社数 １社

　会社等の名称

江蘇双友東綱金属製品有限公司
　
　　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の主要な会社等の名称

東京製綱テクノス㈱

東洋製綱㈱
　

非連結子会社６社及び関連会社５社

については、連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しており

ます。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の主要な会社等の名称

東京製綱テクノス㈱

東洋製綱㈱
　
　　　同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社である東京製綱(常州)有限公

司の決算日は12月31日であり、連結財務

諸表を作成するに当たっては同日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。なお、他の

連結子会社の決算日は３月31日でありま

す。

　　　同左

４　会計処理基準に関する事

項

　 　

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

1)　有価証券

その他有価証券

　　①　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法により評価してお

ります。

(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

1)　有価証券

その他有価証券

　　①　時価のあるもの

　同左

　

　

　

　

　 　　②　時価のないもの

移動平均法に基づく原価法に

より評価しております。

　　②　時価のないもの

　同左

　 2)　たな卸資産

主として総平均法による原価法によ

り評価しております。
　

2)　たな卸資産

　　　同左

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

1)　有形固定資産

当社は定率法によっております。

賃貸資産の一部及び平成10年４月１

日以降取得の建物(建物付属設備を

除く)は定額法によっております。

連結子会社は主として定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

1)　有形固定資産

当社は主として定率法によっており

ます。

賃貸資産の一部及び平成10年４月１

日以降取得の建物(建物付属設備を

除く)は定額法によっております。

連結子会社は主として定額法によっ

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　 　

(会計方針の変更)
当連結会計年度より、法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。

なお、当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。
　 2)　無形固定資産

定額法によっております。ソフトウ

ェア(自社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

　

2)　無形固定資産

　　　同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

1)　貸倒引当金

債権の貸倒の損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

1)　貸倒引当金

　　　同左

　 2)　賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額により計上しておりま

す。

2)　賞与引当金

　　　同左

　 3)　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。

会計基準変更時差異については、15

年による按分額を費用処理しており

ます。

過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(11～12年)による按分

額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務年数

以内の一定の年数(11～12年)による

按分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理することとしてお

ります。

3)　退職給付引当金

　　　同左

　 ――――― 4)　役員退任慰労引当金

役員の退任慰労金の支払に備えるた

め、役員退任慰労引当金規定に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 重要なリース取引の処
理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

　　　同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方
法

1)　繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

但し、振当処理の要件を満たしてい

る為替予約については振当処理を、

特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては特例処理を採用

しております。

1)　繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

　　　同左

　

　 2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　①　ヘッジ手段

為替予約、金利スワップ

2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　①　ヘッジ手段

　同左

　 　　②　ヘッジ対象

外貨建債権債務及び外貨建予

定取引、借入金

　　②　ヘッジ対象

　同左

　 3)　ヘッジ方針

外貨建金銭債務等の為替変動リス

ク、借入金の金利変動リスクを管理

するためデリバティブ取引を導入し

ており、投機的な取引は行わない方

針であります。

3)　ヘッジ方針

　　　同左

　 4)　ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッ

ジ対象の変動額の累計額を比較して

有効性を判定しております。

ただし、特例処理によっている金利

スワップ取引については、有効性の

評価を省略しております。

　

4)　ヘッジの有効性評価の方法

　　　同左

　(6) 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜き方式によっ
ております。

　　　同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は
全面時価評価法を採用しております。

　　　同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

金額に重要性のない場合は発生年度で全

額償却し、重要性のある場合は、その効

果の発現する期間にわたって均等償却を

行うこととしております。

　　　同左

　

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は手許現金、

要求払預金及び取得日から３カ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期的な

投資からなっております。

　　　同左
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、44,932百

万円であります。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

―――――

――――― (役員退任慰労引当金)

従来、支出時の費用としていた役員退任慰労金について

は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金

又は準備金に関する監査上の取扱い」(監査・保証実務委

員会報告第42号)に基づき、当連結会計年度より内規に基

づく要支給額を役員退任慰労引当金として計上する方法

に変更しております。

この変更により、従来の方法によった場合に比べて当連

結会計年度の販売費及び一般管理費は41百万円増加し、

経常利益が同額減少し、税金等調整前当期純利益は198百

万円減少しております。

　

(表示方法の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表)

当連結会計年度より、改正後の連結財務諸表規則に基づ

き、「連結調整勘定」を「負ののれん」として表示して

おります。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

当連結会計年度より、「連結調整勘定」を「負ののれん」

として表示したことに伴い、営業活動によるキャッシュ・

フローの「連結調整勘定償却額」を「負ののれん償却額」

として表示しております。

―――――
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(7) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

※(1) 　有形固定資産に対する減価償却累計額

　 52,273百万円

※(1) 　有形固定資産に対する減価償却累計額

　 54,877百万円

※(2) 　信託固定資産の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 6,165百万円
土地 2,869
計 9,034

※(2) 　信託固定資産の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 5,865百万円
土地 2,869
計 8,734

　(3) 受取手形割引高 759百万円 　(3) 受取手形割引高 583百万円

　(4) 　偶発債務

　
手形債権流動化に伴う買戻し義
務

1,512百万円

　(4) 　偶発債務

　
手形債権流動化に伴う買戻し義
務

2,069百万円

　 子会社 東京製綱ベトナム有限
責任会社の借入金に対する債務
保証

300百万円

　 (3百万米ドル)

※(5) 　非連結子会社及び関連会社に対する資産は次の
とおりであります。

投資有価証券(株式) 169百万円

投資その他(出資金) 1,137百万円

※(5) 　非連結子会社及び関連会社に対する資産は次の
とおりであります。

投資有価証券(株式) 163百万円

投資その他(出資金) 1,214百万円

※(6) 　担保資産及び担保付債務
　　　　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　　(工場財団)

建物及び構築物 3,118百万円
機械装置及び運搬具 6,110
土地 6,653
計 15,883

　　　　(その他)
建物及び構築物 141百万円
機械装置及び運搬具 21
土地 6
投資有価証券 2,287
計 2,457

※(6) 　担保資産及び担保付債務
　　　　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　　(工場財団)

建物及び構築物 2,917百万円
機械装置及び運搬具 5,172
土地 6,653
計 14,743

　　　　(その他)
建物及び構築物 127百万円
土地 58
投資有価証券 1,619
計 1,805

　　　　担保付債務は次のとおりであります。
　　　　流動負債

短期借入金 10百万円
　　　　固定負債

長期借入金 3,309
(内１年以内返済予定額 1,206)
その他 107
計 3,427

　　　　担保付債務は次のとおりであります。
　　　　流動負債

買掛金 79百万円
短期借入金 10

　　　　固定負債
長期借入金 2,103
(内１年以内返済予定額 2,103)
その他 97
計 2,289
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

※(7) 　土地の再評価
土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公
布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を
行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上し
ております。

　　　　　再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年
３月31日公布政令第119号)第２条第３号に
定める固定資産税評価額に、合理的な調整
を行って算出

※(7) 　土地の再評価
土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公
布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を
行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上し
ております。

　　　　　再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年
３月31日公布政令第119号)第２条第３号に
定める固定資産税評価額に、合理的な調整
を行って算出

(イ)再評価を行った会社名 東京製綱㈱
　　再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地(信託固定
資産を含む)の当期末における
時価と再評価後の帳簿価額との
差額　　　　　　　　　　 △4,479百万円
(うち信託固定資産　　　　　△968百万円)

(ロ)再評価を行った会社名 　
東京製綱スチールコード㈱

　　再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の当期末における
時価と再評価後の帳簿価額との
差額　　　　　　　　　　　 △313百万円

　

　　再評価を行った会社名 東京製綱㈱
　　再評価を行った年月日 　

平成13年３月31日及び平成14年３月31日
再評価を行った土地(信託固定
資産を含む)の当期末における
時価と再評価後の帳簿価額との
差額　　　　　　　　　　 △5,961百万円
(うち信託固定資産　　　　△1,069百万円)

　

※(8) 　連結会計年度末日満期手形の処理
当連結会計年度末日は金融機関の休日でありま
すが、満期日に決済が行われたものとして処理
しております。連結会計年度末残高から除かれ
ている連結会計年度末日満期手形は次のとおり
であります。

受取手形 291百万円

支払手形 937

受取手形割引高 478
　

―――――
　

※(9) 　貸出コミットメントライン及び当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行１行と貸出コミットメントライン及び当

座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメント

及び当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

貸出コミットメント及び
当座貸越極度額の総額

3,500百万円

借入実行残高 0

差引額 3,499

※(9) 　貸出コミットメントライン及び当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行１行と貸出コミットメントライン及び当

座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメント

及び当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。

貸出コミットメント及び
当座貸越極度額の総額

3,500百万円

借入実行残高 ―

差引額 3,500
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※(1) 　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

役員報酬 501百万円

従業員給料
賞与及び諸手当

2,392

荷造・運搬費 2,226

減価償却費 173

貸倒引当金繰入額 18

賞与引当金繰入額 327

退職給付引当金繰入額 275

一般管理費に含まれる研究開発費は739百万円で

あります。

※(1) 　販売費及び一般管理費のうち主要なもの

役員報酬 513百万円

従業員給料
賞与及び諸手当

2,518

荷造・運搬費 2,360

減価償却費 273

貸倒引当金繰入額 38

賞与引当金繰入額 350

退職給付引当金繰入額 209

役員退任慰労引当金繰入額 34

一般管理費に含まれる研究開発費は856百万円で

あります。

※(2) 　引当金繰入額

貸倒引当金 18百万円

賞与引当金 1,047

退職給付引当金 1,028

※(2) 　引当金繰入額

貸倒引当金 38百万円

賞与引当金 1,108

退職給付引当金 821

※(3) 　固定資産売却益

建物及び構築物 3百万円

土地 9

信託受益権 193

　　計 206

―――――

※(4) 　解約和解金収入

電力供給契約の解除に伴う和解金収入でありま

す。

―――――

―――――

　
※(5) 　固定資産売却損

建物及び構築物 0百万円

土地 2

　　計 2

―――――

　
※(6) 　固定資産除却損

建物撤去費用 75百万円

――――― ※(7) 　固定資産移設損失

機械装置及び運搬具 19百万円

設備撤去費用等 13

　　計 33

―――――

　
※(8) 　減損損失

当社グループは、管理会計上で収支を把握して

いる事業グループを単位としグルーピングを行

い、その他に、賃貸用資産及び遊休地について

は個別の資産グループとしております。

その結果、以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

場所 用途 種類

三重県度会郡玉城町 遊休 土地、建物等

岩手県北上市 遊休 機械装置

上記の資産は遊休状態であり今後の使用見込も

ないため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し減損損失(80百万円)として特別損失

に計上しました。その内訳は、建物及び構築物

3百万円、機械装置及び運搬具28百万円、土地48

百万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※(9) 　事業撤退損失

固定資産除却損 　

　機械装置及び運搬具 64百万円

　その他 1

たな卸資産除却損 21

　　計 86

―――――

※(10) 　中国開業準備費用

中国に設立した東京製綱(常州)有限公司の開業

準備に伴い発生した費用であります。

―――――

　

　

※(11) 　課徴金等

子会社東綱橋梁㈱の鋼鉄製橋梁工事入札に関す

る独占禁止法違反に伴う課徴金及び違約金であ

ります。

―――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 162,682,420 ― ― 162,682,420
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,333,679 4,174,196 472,547 10,035,328
　

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　市場買付けによる増加　4,107,000株

　単元未満株式の買取りによる増加　67,196株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　現物出資による減少　247,547株

　ストック・オプションの行使による減少　225,000株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計年
度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― ―

(注) 会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 390 2.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 381 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月６日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 162,682,420 ― ― 162,682,420

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,035,328 2,067,489 50,000 12,052,817

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　市場買付けによる増加　　　　 2,000,000株

　単元未満株式の買取りによる増加　67,489株

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　ストック・オプションの行使による減少　50,000株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計年
度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社
ストックオプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― ―

(注) 会社法施行前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月15日
取締役会

普通株式 381 2.5 平成19年３月31日 平成19年６月６日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 376 2.5 平成20年３月31日 平成20年６月６日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている金額との関係

現金及び預金勘定 1,090百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △39

現金及び現金同等物期末残高 1,051

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている金額との関係

現金及び預金勘定 1,919百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △28

現金及び現金同等物期末残高 1,891

――――― 重要な非資金取引

当連結会計年度に合併した東京製綱スチールコード㈱

より引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次のとおり

であります。

合併により引き継いだ資産・負債

流動資産 7,933百万円

固定資産 13,582

　資産合計 21,515

流動負債 9,439

固定負債 6,753

　負債合計 16,192
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
鋼索鋼線
関連事業
(百万円)

開発製品
関連事業
(百万円)

不動産
関連事業
(百万円)

その他の
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

38,933 20,080 1,377 8,802 69,193 ― 69,193

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

184 416 ― 1,441 2,043 (2,043) ―

計 39,117 20,497 1,377 10,244 71,236 (2,043) 69,193

営業費用 37,278 19,608 581 9,886 67,354 (2,043) 65,311

営業利益 1,839 888 796 357 3,881 ― 3,881

Ⅱ　資産・減価償却費及び資本
的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 63,489 15,940 13,900 7,472 100,802 3,049 103,851

減価償却費 2,367 311 335 77 3,091 ― 3,091

資本的支出 4,542 301 1,969 64 6,877 ― 6,877

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
鋼索鋼線
関連事業
(百万円)

開発製品
関連事業
(百万円)

不動産
関連事業
(百万円)

その他の
関連事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

42,136 25,544 1,398 9,365 78,444 ― 78,444

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

178 394 ― 1,733 2,306 (2,306) ―

計 42,315 25,939 1,398 11,098 80,751 (2,306) 78,444

営業費用 41,014 24,378 587 10,710 76,690 (2,306) 74,383

営業利益 1,300 1,560 811 388 4,061 ― 4,061

Ⅱ　資産・減価償却費・減損損
失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 63,984 19,459 14,100 8,300 105,845 2,458 108,303

減価償却費 2,830 370 335 102 3,639 ― 3,639

減損損失 48 31 ― ― 80 ― 80

資本的支出 3,131 473 0 78 3,684 ― 3,684

(注) １　事業区分の方法

内部管理上採用している区分によっております。
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２　各事業区分の主要製品

　

区分 主要製品

鋼索鋼線関連事業 ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、タイヤ用スチールコード

開発製品関連事業
道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計・施工、金属繊維、産業
機械、粉末冶金製品

不動産関連事業 不動産賃貸

その他の関連事業 繊維ロープ、網、石油製品

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当社での余資運用資金(現金預金)、長期投資

資金(投資有価証券)等であります。

前連結会計年度 3,700百万円

当連結会計年度 3,206百万円

４　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれております。

　

２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略して

おります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略して

おります。

　

３　海外売上高

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 294.35円 １株当たり純資産額 287.55円

１株当たり当期純利益 11.37円 １株当たり当期純利益 7.49円

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

11.35円
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

7.49円

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 47,845百万円 45,976百万円

普通株式に係る純資産額 44,932百万円 43,313百万円

差額の主な内訳 　 　

　少数株主持分 2,912百万円 2,663百万円

普通株式の発行済株式数 162,682,420株 162,682,420株

普通株式の自己株式数 10,035,328株 12,052,817株

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

152,647,092株 150,629,603株

　

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

当期純利益 1,753百万円 当期純利益 1,131百万円

普通株主に帰属しない金額 ― 普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 1,753百万円 普通株式に係る当期純利益 1,131百万円

普通株式の期中平均株式数 154,290,878株 普通株式の期中平均株式数 151,042,857株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ― 当期純利益調整額 ―

普通株式増加数 269,756株 普通株式増加数 45,640株

　(うち新株予約権) 269,756株 　(うち新株予約権) 45,640株

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利益の算
定に含まれなかった潜在株式の概要

―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要
　新株予約権
　　定時株主総会の特別決議日
　　　平成17年６月29日 新株予約権745個(745,000株)
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(開示の省略)

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オ

プション等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考え

られるため開示を省略します。
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５　個別財務諸表

(1) 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

資産の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 197 　 　 1,066 　 　 868 　

　２　受取手形 　 1,607 　 　 1,599 　 　 △8 　

　３　売掛金 　 9,857 　 　 11,359 　 　 1,502 　

　４　製品 　 2,522 　 　 2,987 　 　 464 　

　５　原材料 　 1,003 　 　 1,282 　 　 278 　

　６　仕掛品 　 1,596 　 　 2,078 　 　 481 　

　７　貯蔵品 　 67 　 　 368 　 　 301 　

　８　前渡金 　 298 　 　 493 　 　 194 　

　９　前払費用 　 79 　 　 77 　 　 △1 　

　10　繰延税金資産 　 1,500 　 　 1,697 　 　 197 　

　11　短期貸付金 　 8,685 　 　 3,700 　 　 △4,985 　

　12　未収入金 　 2,455 　 　 1,176 　 　 △1,278 　

　13　預け金 　 1,687 　 　 2,177 　 　 490 　

　14　その他 　 280 　 　 415 　 　 135 　

　　　貸倒引当金 　 △69 　 　 △79 　 　 △10 　

　　　流動資産合計 　 　 31,771 35.5 　 30,400 32.2 　 △1,370

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 4,250 　 　 6,462 　 　 2,211 　

　　(2) 構築物 　 283 　 　 480 　 　 197 　

　　(3) 機械装置 　 3,570 　 　 11,138 　 　 7,568 　

　　(4) 車両運搬具 　 12 　 　 19 　 　 6 　

　　(5) 工具器具備品 　 197 　 　 349 　 　 151 　

　　(6) 土地 　 18,337 　 　 20,561 　 　 2,224 　

　　(7) 信託固定資産 　 9,034 　 　 8,734 　 　 △299 　

　　(8) 建設仮勘定 　 591 　 　 86 　 　 △504 　

　　　有形固定資産合計 　 36,279 　 (40.6) 47,834 　 (50.7) 11,555 　

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 特許権 　 2 　 　 1 　 　 △0 　

　　(2) ソフトウェア 　 513 　 　 665 　 　 151 　

　　(3) その他 　 43 　 　 41 　 　 △2 　

　　　無形固定資産合計 　 560 　 (0.6) 708 　 (0.8) 148 　

　

― 32 ―



　

　 　
前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 7,390 　 　 5,849 　 　 △1,540 　

　　(2) 関係会社株式 　 5,493 　 　 4,871 　 　 △621 　

　　(3) 関係会社出資金 　 1,029 　 　 1,111 　 　 82 　

　　(4) 従業員長期貸付金 　 40 　 　 154 　 　 114 　

　　(5) 関係会社長期貸付金 　 5,232 　 　 243 　 　 △4,989 　

　　(6) 繰延税金資産 　 1,066 　 　 1,360 　 　 294 　

　　(7) その他 　 772 　 　 1,962 　 　 1,190 　

　　　貸倒引当金 　 △247 　 　 △216 　 　 31 　

　　　投資その他の資産合計 　 20,776 　 (23.3) 15,337 　 (16.3) △5,438 　

　　　固定資産合計 　 　 57,615 64.5 　 63,880 67.8 　 6,265

　　　資産合計 　 　 89,386 100 　 94,281 100 　 4,894

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　　負債の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 130 　 　 466 　 　 335 　

　２　買掛金 　 13,923 　 　 10,506 　 　 △3,416 　

　３　短期借入金 　 17,686 　 　 13,714 　 　 △3,972 　

　４　未払金 　 127 　 　 101 　 　 △26 　

　５　未払費用 　 935 　 　 1,558 　 　 623 　

　６　未払法人税等 　 60 　 　 82 　 　 22 　

　７　未払消費税等 　 180 　 　 210 　 　 30 　

　８　前受金 　 62 　 　 257 　 　 194 　

　９　預り金 　 271 　 　 264 　 　 △6 　

　10　前受収益 　 7 　 　 7 　 　 △0 　

　11　賞与引当金 　 430 　 　 781 　 　 350 　

　12　その他 　 31 　 　 32 　 　 1 　

　　　流動負債合計 　 　 33,848 37.9 　 27,983 29.7 　 △5,865

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 　 2,103 　 　 7,000 　 　 4,897 　

　２　再評価に係る

　　　繰延税金負債
　 6,789 　 　 7,608 　 　 818 　

　３　退職給付引当金 　 632 　 　 2,113 　 　 1,480 　

　４　信託長期預り金 　 6,522 　 　 6,698 　 　 176 　

　５　長期前受賃料 　 978 　 　 802 　 　 △176 　

　６　その他 　 617 　 　 936 　 　 318 　

　　　固定負債合計 　 　 17,642 19.7 　 25,157 26.7 　 7,514

　　　負債合計 　 　 51,491 57.6 　 53,140 56.4 　 1,649
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前事業年度

(平成19年３月31日)

当事業年度

(平成20年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

純資産の部 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 15,074 (16.9) 　 15,074 (16.0) 　 ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 5,539 　 　 5,539 　 　 ― 　

　　(2) その他資本剰余金 　 3,023 　 　 3,023 　 　 △0 　

　　　資本剰余金合計 　 　 8,563 (9.6) 　 8,562 (9.1) 　 △0

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　繰越利益剰余金 　 　 4,369 (4.9) 　 8,768 (9.3) 　 4,399

　４　自己株式 　 　 △1,827 (△2.1) 　 △2,317 (△2.5) 　 △490

　　　株主資本合計 　 　 26,179 29.3 　 30,087 31.9 　 3,908

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 2,621 (2.9) 　 762 (0.8) 　 △1,858

　２　土地再評価差額金 　 　 9,094 (10.2) 　 10,289 (10.9) 　 1,195

　　　評価・換算差額等合計 　 　 11,715 13.1 　 11,052 11.7 　 △662

　　　純資産合計 　 　 37,895 42.4 　 41,140 43.6 　 3,245

　　　負債純資産合計 　 　 89,386 100 　 94,281 100 　 4,894
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(2) 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日 

 至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 47,421 100 　 52,062 100 　 4,640

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品期首たな卸高 　 2,451 　 　 2,522 　 　 71 　

　２　当期製品製造原価 　 19,663 　 　 29,542 　 　 9,878 　

　３　製品仕入高 　 20,618 　 　 13,996 　 　 △6,622 　

　４　材料売上原価 　 173 　 　 176 　 　 3 　

　５　不動産賃貸費用 　 554 　 　 554 　 　 △0 　

　　　　合計 　 43,461 　 　 46,792 　 　 3,330 　

　６　他勘定振替高 　 72 　 　 313 　 　 240 　

　７　製品期末たな卸高 　 2,522 40,866 86.2 2,973 43,505 83.6 450 2,639

　　　売上総利益 　 　 6,555 13.8 　 8,556 16.4 　 2,000

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　販売手数料 　 51 　 　 70 　 　 19 　

　２　運送費 　 801 　 　 1,141 　 　 339 　

　３　荷造費 　 160 　 　 279 　 　 118 　

　４　貸倒引当金繰入額 　 1 　 　 2 　 　 0 　

　５　役員報酬 　 184 　 　 229 　 　 44 　

　６　従業員給与 　 710 　 　 728 　 　 17 　

　７　賞与及び諸手当 　 577 　 　 654 　 　 77 　

　８　賞与引当金繰入額 　 198 　 　 230 　 　 32 　

　９　法定福利費 　 205 　 　 218 　 　 13 　

　10　福利施設費及び厚生費 　 151 　 　 151 　 　 △0 　

　11　退職給付引当金繰入額 　 163 　 　 147 　 　 △15 　

　12　租税公課 　 104 　 　 125 　 　 20 　

　13　旅費交通費 　 215 　 　 245 　 　 30 　

　14　事務用消耗品費 　 19 　 　 20 　 　 1 　

　15　交際費 　 129 　 　 150 　 　 20 　

　16　研究費 　 249 　 　 264 　 　 15 　

　17　広告宣伝費 　 40 　 　 57 　 　 16 　

　18　賃借料 　 175 　 　 171 　 　 △3 　

　19　通信費 　 35 　 　 39 　 　 3 　

　20　減価償却費 　 62 　 　 88 　 　 25 　

　21　雑費 　 323 4,561 9.6 369 5,386 10.3 46 825

　　　営業利益 　 　 1,994 4.2 　 3,170 6.1 　 1,175
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前事業年度

(自　平成18年４月１日 

 至　平成19年３月31日)

当事業年度

(自　平成19年４月１日 

 至　平成20年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 262 　 　 213 　 　 △48 　

　２　受取配当金 　 206 　 　 176 　 　 △29 　

　３　賃貸料 　 165 　 　 166 　 　 1 　

　４　特許実施料 　 ― 　 　 80 　 　 80 　

　５　その他 　 129 763 1.6 166 805 1.6 37 41

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 480 　 　 509 　 　 29 　

　２　賃貸費用 　 71 　 　 67 　 　 △4 　

　３　その他 　 271 822 1.7 494 1,070 2.1 223 248

　　　経常利益 　 　 1,935 4.1 　 2,904 5.6 　 969

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 　 206 　 　 ― 　 　 △206 　

　２　投資有価証券売却益 　 ― 　 　 260 　 　 260 　

　３　解約和解金収入 　 400 　 　 ― 　 　 △400 　

　４　抱合せ株式消滅差益 　 ― 606 1.3 3,370 3,631 7.0 3,370 3,024

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　役員退任慰労金 　 91 　 　 250 　 　 159 　

　２　固定資産売却損 　 ― 　 　 2 　 　 2 　

　３　固定資産除却損 　 ― 　 　 75 　 　 75 　

　４　固定資産移設損失 　 ― 　 　 33 　 　 33 　

　５　減損損失 　 ― 　 　 51 　 　 51 　

　６　事業撤退損失 　 86 　 　 ― 　 　 △86 　

　７　たな卸資産評価損 　 ― 　 　 149 　 　 149 　

　８　投資有価証券評価損 　 ― 　 　 12 　 　 12 　

　９　ゴルフ会員権評価損 　 ― 　 　 19 　 　 19 　

　10　関係会社整理損 　 ― 177 0.4 11 605 1.2 11 428

　　　税引前当期純利益 　 　 2,364 5.0 　 5,930 11.4 　 3,565

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 24 　 　 33 　 　 9 　

　　　法人税等調整額 　 964 988 2.1 1,152 1,186 2.3 188 197

　　　当期純利益 　 　 1,375 2.9 　 4,743 9.1 　 3,368
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(3) 株主資本等変動計算書

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 15,074 5,539 3,000 8,539 3,403 △969 26,048

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 (注) ― ― ― ― △390 ― △390

　当期純利益 ― ― ― ― 1,375 ― 1,375

　土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― △19 ― △19

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △941 △941

　自己株式の処分 ― ― 23 23 ― 83 107

　株主資本以外の項目の事
　業年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(百万円) ― ― 23 23 965 △858 131

平成19年３月31日残高(百万円) 15,074 5,539 3,023 8,563 4,369 △1,827 26,179

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,100 9,074 12,175 38,223

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 (注) ― ― ― △390

　当期純利益 ― ― ― 1,375

　土地再評価差額金の取崩 ― 19 19 ―

　自己株式の取得 ― ― ― △941

　自己株式の処分 ― ― ― 107

　株主資本以外の項目の事
　業年度中の変動額(純額) △479 ― △479 △479

事業年度中の変動額合計
(百万円) △479 19 △459 △328

平成19年３月31日残高(百万円) 2,621 9,094 11,715 37,895

(注)　平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 15,074 5,539 3,023 8,563 4,369 △1,827 26,179

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― ― ― △381 ― △381

　当期純利益 ― ― ― ― 4,743 ― 4,743

　土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― 37 ― 37

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △500 △500

　自己株式の処分 ― ― △0 △0 ― 9 9

　株主資本以外の項目の事
　業年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(百万円) ― ― △0 △0 4,399 △490 3,908

平成20年３月31日残高(百万円) 15,074 5,539 3,023 8,562 8,768 △2,317 30,087

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,621 9,094 11,715 37,895

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 ― ― ― △381

　当期純利益 ― ― ― 4,743

　土地再評価差額金の取崩 ― △37 △37 ―

　自己株式の取得 ― ― ― △500

　自己株式の処分 ― ― ― 9

　株主資本以外の項目の事
　業年度中の変動額(純額) △1,858 1,232 △625 △625

事業年度中の変動額合計
(百万円) △1,858 1,195 △662 3,245

平成20年３月31日残高(百万円) 762 10,289 11,052 41,140
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(表示方法の変更)

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (損益計算書)

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示し

ておりました「特許実施料」については、営業外収益の

100分の10を超えたため、区分して表示しております。な

お、前事業年度の「特許実施料」は42百万円であります。
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役員の異動(平成20年6月27日予定)

　

(１)代表者の異動

　　　該当事項はありません。

　

(２)その他の役員の異動

　　①新任取締役候補

　　　該当事項はありません。

　

　　②新任監査役候補

　　　社外監査役　　　　　内藤秀彦（現　当社補欠監査役

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ユウシュウコープ取締役社長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　清和綜合建物株式会社監査役）

　　　補欠社外監査役　　　青木芳郎（現　清和綜合建物株式会社取締役社長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Aflac Incorporated Director

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(アフラック株式会社取締役)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月桂冠株式会社監査役）

　

　　③退任予定取締役

　　　該当事項はありません。

　

　　④退任予定監査役

　　　社外監査役　　　　　望月正二

　

以上
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